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2022 年 8 月版  

住宅完成保証制度 

保証制度利用前の手続（事業者登録）のご案内 

弊社の住宅完成保証制度をお申込みいただくためには、事前に事業者登録の手続が必要です。 

本紙の内容をお読みいただき、ご理解されたうえで、事業者登録を行ってください。  

１ 必要書類 

事業者登録を希望する場合は、事業者登録申請書およびその「添付書類」欄に記載の書類を

ご提出ください。その他、追加書類をご提出いただく場合がありますので、あらかじめご了承

ください。  

 

２ 登録有効期間 

(1) 法人の初回登録有効期限  

登録事業者の決算月に応じて登録完了日以降最初に到来する次の表の有効期限までとします。 

決算月  1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  

有効期限  5/31 6/30 7/31 8/31 9/30 10/31 11/30 12/31 1/31 2/末  3/31 4/30 

(2) 個人事業主の初回登録有効期限  

４月３０日までとします。  

(3) 更新時有効期間  

有効期間の満了の翌日から１年間とします。  

＜決算期を変更した場合の有効期間＞  

決算期を変更した場合は、当初の有効期間にかかわらず、最初に到来する変更 後の事業年度（ 1 年未満）

の末日から４カ月を経過した日の属する月の末日をもって有効期間を満了します。以後の更新時の有効期

間は、その満了日の翌日から１年間となります。この場合、完成保証制度の「完成保証棟数枠」その他 の

条件の有効期間も同様となります。なお、変更 後の事業年度に対応する期間につき、有効期間が 1 年未満

となりますが、更新登録料の月割按分はいたしませんので予めご了承ください。  
 

 

３ 事業者登録料 

事業者登録または更新の承認を受けた登録事業者は、次のとおり、事業者登録料を支払わな

ければなりません。次のとおりに事業者登録料が支払われない場合は、弊社は、事業者登録を

承認した日または新しい有効期間の開始日に遡って登録を抹消する場合があります。  

事業者登録料  

（税別）  

新規  
36,000 円  

（あんしん住宅瑕疵保険の事業者届出料との合計額： 60,000 円）  

更新  ［初回］無料  ／［２回目以降］ 30,000 円  

支払日  

・  

支払方法  

事業者登録料は事業者登録完了の翌月 27 日（金融機関休業日の場合は翌営業日）

に口座振替にて領収します（登録完了日の翌月に請求書を送付いたします）。た

だし、登録完了日によっては、初回の口座振替手続に対応できない場合がありま

す。この場合、振替手続完了までは現金振込にてお支払いいただくよう請求させ

ていただきますので予めご了承ください。  
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４  登録要件 

次のすべての条件に該当する必要があります。  

①  あんしん住宅瑕疵保険の届出事業者であること。  

②  次のいずれかに該当すること。  

・建設業法に基づき建設業の許可を受けていること。  

・事業を開始してから３年以上住宅に関する建設業を営んでおり、かつ、事業者登録申請時までに

住宅の建築棟数の実績が５棟以上あること（弊社が特に認めた場合を除きます。）。  

③  健全な財務状態を有していると弊社が認めること。  

④  住宅供給に関し、不 正または不誠実な行為 をすることのないこと が明白であると弊社が 認めるこ

と。  

③  欠格事由（後記５参照）に該当しないこと。  

 

５ 欠格事由 

最終ページに示す「反社会的勢力の排除について」１の確約および誓約ができない場合また

は虚偽の確約をしたことが判明した場合は、事業者登録をすることができません。  

 

６ 更新 

事業者登録の更新を希望する場合は、事業者登録更新申請書およびその「必要書類」欄に記

載の書類を有効期間満了月の 15 日までに提出し、有効期間満了日までに弊社の承認を受けて

ください。  

 

７ 変更 

事業者登録申請（更新申請を含みます。）に変更が生じた場合は、遅滞なく「事業者登録内容

変更通知書」を提出し、登録内容の変更を通知してください。  

 

８  抹消 

登録有効期間中に次のいずれかに該当する場合は、弊社は、事業者登録を抹消するものとし

ます。  

①  登録事業者が希望する場合  

②  登録事業者が次のいずれかに該当することを弊社が知った場合  

・虚偽の申請等の不正な手段により事業者登録を受けたこと。  

・建設業法に基づき建設業の許可を 取り消されたこと。  

・登録要件を満たさなくなったこと。  

・裁判所により強制執行を受け、手形・小切手の不渡りを出し、破産、会社更生、特別清算もしく

は民事再生の申立てを行い、または行われたこと。  

・廃業または破産したこと。  

・個人の場合で死亡したこと。  

・弊社の信用を著しい毀損、弊社に対する債務の履行遅滞その他の不履行その他の弊社に対して不

利益を与える行為を行ったこと。  
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保証のご利用の流れ  

■  保証のご利用の流れ  
   (2)物件ごと      
        

(1) 事業者登録  

完了   

 
委託申込み  

 

保証証書等  

発行 (※ )   
引渡確定通知  

 

         

 

(1)  事業者登録  

事業者登録が完了すると、弊社からお引受け棟数枠（弊社が登録事業者から同時にお引受けする

工事棟数の上限をいいます。）を通知し、事業者登録証を発行いたします。なお、審査の結果、登録

完了にあたっての条件を付す場合は、この条件が満たされたときに 事業者登録が完了となります。 
 

(2)  物件ごとの保証  

①  委託申込み  

住宅完成保証制度委託申込みは、物件ごとに工事請負契約（弊社所定の「住宅完成保証に関す

る覚書  兼  重要事項確認シート」を含みます。）の締結後に行ってください。申込みには、住宅

完成保証委託申込書に必要書類を添付して提出する必要があります。詳細は、必ず「住宅完成保

証委託約款」をご確認ください。  

保証料（工事保険ご加入時は損害保険料を含みます。）は、制度加入申込み受付の翌月 27 日ま

でにお支払いいただくよう請求書を発行いたしますので弊社にお支払いください。  

②  保証証書等発行  

弊社にて審査を行い、承認した場合は、被保証者（発注者）に対して保証証書を発行・交付し、

委託申込者（登録事業者）に対して「委託申込受理証  兼  引渡確定通知書」を発行・交付いたし

ます。  

③  引渡確定通知  

引渡日が確定した後、「引渡確定通知書」を弊社へ提出してください。  

 

その他のご注意事項  

○事業者 登録に際して弊社にご提供いただく個人情報のお取扱いについては、ホームページ「個人情報

の取扱いについて」をご覧ください。  

○弊社は、物件ごとの保証委託申込み を受理したときに「住宅完成保証委託約款」の定め に基づき審査を  

行います。審査の結果によっては否認し、お引受けできない場合がありますのでご注意ください。  

○建設業の許可を受けずに新築 建築物を建設する場合は、建設業法に違反しないことをご確認ください。

法律に違反する ことが発覚した 場合は、お申込みいただいた 保証制度の利用を お断りする ことがあり

ます。また、悪質な場合は、弊社との取引をお断りすることがあります。  

本紙は、住宅完成保証制度の事業者登録について記載したものです。制度の内容については、パンフレット

等をご覧ください。  

 
● 本紙 の内 容は 、予 告なく 変更 する 場合 があ ります 。   

お問い合わせは  
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反社会的勢力の排除について  

１．事 業者 登録 の申 請者 は、 株 式会 社住 宅あ んし ん保証 （以 下「 弊社 」と いいま す 。） に対 して 次に 掲げる 事項 を 確 約

すると とも に、 将来 にわ たって もこ れら に違 反し ないこ とを 誓約 して 申請 してく ださ い。  

(1 )  自 らが 次に 掲げ る者 （以 下「反 社会 的勢 力」 とい います 。）に 該当し ない こ と。  

①  暴力 団（ 暴力 団員 に よる 不当 な行 為の 防止 等 に関 する 法律 （以 下「 暴 力団 員に よる 不当 行為 防 止法 」と

いう 。） 第２ 条第２ 号に 規 定する 暴力 団を いい ます 。）  

②  暴力団 員（ 暴力 団員 によ る不当 行為 防止 法第 ２条 第６号 に規 定す る暴 力団 員をい いま す 。）  

③  暴力団 員で なく なっ た時 から５ 年を 経過 しな い者  

④  暴力 団準 構成 員（ 暴 力団 また は暴 力団 員の 一 定の 統制 の下 にあ って 、 暴力 団の 威力 を背 景に 暴 力的 不法

行為 等（ 暴力 団員 に よる 不当 行為 防止 法第 ２ 条第 １号 に規 定す る暴 力 的不 法行 為等 をい いま す 。以 下同

様とし ます 。）を行 うおそ れがあ る者 また は暴 力団 もしく は暴 力団 員に 対し 資金、武 器等 の供 給を 行う な

ど暴力 団の 維持 もし くは 運営に 協力 する 者の うち 暴力団 員以 外の もの をい います 。）  

⑤  暴力 団関 係企 業（ 暴 力団 員が 実質 的に その 経 営に 関与 して いる 企業 、 暴力 団準 構成 員も しく は 元暴 力団

員が 実質 的に 経営 す る企 業で あっ て暴 力団 に 資金 提供 を行 うな ど暴 力 団の 維持 もし くは 運営 に 積極 的に

協力 し、 もし くは 関 与す るも のま たは 業務 の 遂行 等に おい て積 極的 に 暴力 団を 利用 し暴 力団 の 維持 もし

くは運 営に 協力 して いる 企 業を いい ます 。）  

⑥  総会 屋等 （総 会屋 、 会社 ゴロ 等企 業等 を対 象 に不 正な 利益 を求 めて 暴 力的 不法 行為 等を 行う お それ があ

り、市 民生 活の 安全 に脅 威を与 える 者を いい ます 。）  

⑦  社会 運動 等標 榜ゴ ロ （社 会運 動も しく は政 治 活動 を仮 装し 、ま たは 標 榜し て、 不正 な利 益を 求 めて 暴力

的不法 行為 等を 行う おそ れがあ り、 市民 生活 の安 全に脅 威を 与え る者 をい います 。）  

⑧  特殊 知能 暴力 集団 等 （① から ⑦ま でに 掲げ る 者以 外の もの であ って 、 暴力 団と の関 係を 背景 に 、そ の威

力を 用い 、ま たは 暴 力団 と資 金的 なつ なが り を有 し、 構造 的な 不正 の 中核 とな って いる 集団 ま たは 個人

をいい ます 。）  

⑨  その他 ①か ら⑧ まで に掲 げる者 に準 ずる 者  

(2 )  自 らの 役員（取 締役 、監 査 役、執 行役 また はこ れら に 準ずる 者を いい ます 。以 下 同様と しま す 。）が反社 会 的

勢力に 該当 しな いこ と。  

(3 )  反 社会 的勢 力と 次に 掲げ る関係 を有 しな いこ と。  

①  反社会 的勢 力が 経営 を支 配して いる と認 めら れる 関係  

②  反社会 的勢 力が 経営 に実 質的に 関与 して いる と認 められ る関 係  

③  自己 また は第 三者 の 不正 の利 益を 図り 、ま た は第 三者 に損 害を 与え る など 反社 会的 勢力 を利 用 して いる

関係  

④  反社会 的勢 力に 対し て資 金を提 供し 、ま たは 便宜 を供与 する など の関 係  

⑤  反社会 的勢 力と の社 会的 に非難 され るべ き関 係  

(4 )  反 社会 的勢 力に 対し 、自 らの名 義を 貸し てい ない こと。  

(5 )  自 らま たは 第三 者を 利用 して、 次に 掲げ る行 為を してい ない こと 。  

①  暴力的 な要 求行 為  

②  法的な 責任 を超 えた 不当 な要求 行為  

③  脅迫的 な言 動を 用い る行 為  

④  風説を 流布 し、 偽計 また は威力 を用 いて 弊社 の業 務を妨 害し 、ま たは 信用 を毀損 する 行為  

２．弊 社 は 、事 業者 登録 を申請 した 者ま たは 既に 事業者 登録 を受 けた 者（ 以下「 登録 事業 者等 」と いいま す 。） が上 記

１にお いて 虚偽 の 確 約を 行い 、ま たは 誓約 した 事項 のいず れか に違 反す るこ とが判 明し た場 合は、何ら の催告 を要

せずし て 直 ちに 事業 者登 録を抹 消す るこ とが でき ること とし ます。この 時、登録事 業者 等は 弊社 に対 する一 切の 債

務につ いて 当然 に期 限の 利益を 失い 、直 ちに 債務 を弁済 しな けれ ばな りま せん。  

３．上記 ２の 規定 によ り事 業者登 録を 抹消 した 場合 は、弊社 は登 録事 業者 等に 対して その こと によ り生 じた一 切の 損害

（合 理的 な弁 護士 費用 を 含み ます 。） の賠 償を 請求 する こと がで きる こと と しま すが 、登 録事 業者 等 は 弊 社に 対し

てその こと によ り生 じた 一切の 損害 の賠 償を 請求 するこ とが でき ませ ん。  

以上  


